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平成２５年春季全国火災予防運動の実施について 

 

 

 平成２５年春季全国火災予防運動については、平成２５年１月２５日付け消防予第

１６号により実施要綱を定め、各都道府県知事等あてに消防庁長官から通知したとこ

ろです。当該実施要綱に掲げる推進項目等の実施にあたり参考になると考えられる事

項を、別添１「平成２５年春季全国火災予防運動実施要綱について」のとおりとりま

とめましたので、送付いたします。 

 なお、前回実施した平成２４年秋季全国火災予防運動期間中における行事等の実施

結果については、「平成２４年秋季全国火災予防運動の実施結果について」（平成２４

年１２月２１日付け事務連絡）のとおり独自の工夫を凝らして火災予防運動の活性化

に取り組んでいる事例も見られました。これらを参考として地域の事情に応じた工夫

を検討いただくとともに、山火事予防運動及び車両火災予防運動を含め、今回の実施

結果について、別添２により報告いただきますようお願いします。 

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の各市町村（消防の

事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨周知されるようお願いしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜連絡先＞ 

消防庁予防課予防係 

担当：椎名・児玉・根本 

電話：03-5253-5111（内線 42463）

：03-5253-7533 

ﾒ ｰ ﾙ：m2.nemoto@soumu.go.jp 



別添１ 

平成２５年春季全国火災予防運動実施要綱について 

 

１ 住宅防火対策の推進 

（１）住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知 

   平成１６年の消防法（昭和２３年法律１８６号）改正により、既存住宅を含め

たすべての住宅を対象として住宅用火災警報器の設置が義務付けられ、各市町村

の条例に基づき、平成２３年６月までに全ての市町村において施行された。 

しかしながら、昨年６月時点の推計では、住宅用火災警報器を未だ設置してい

ない世帯は約２割にのぼり、地域によっては住宅用火災警報器の設置率が約５

０％にとどまっているのが現状である。 

住宅用火災警報器の設置は、住宅防火対策の「切り札」と言え、国民の安全・

安心を確保する上で極めて重要であり、実際に、我が国における住宅火災におけ

る死者数は、新築住宅に対する住宅用火災警報器の設置義務化がスタートした平

成１８年以降減少を続けているなど一定の効果が現れている。 

平成２３年９月に開催された「住宅用火災警報器設置対策会議」（前：住宅用火

災警報器設置推進会議）において「住宅用火災警報器設置対策基本方針」が新た

に決定され、未設置世帯に対する働きかけ及び維持管理に関する広報の強化等、

今後の取り組み方針が示されたところである。住宅火災による被害のさらなる軽

減のためには、消防機関に限らず、関係行政機関、関係団体、関係業界等、あら

ゆる主体が総力を結集し、住宅用火災警報器の設置を徹底していくことが重要で

ある。また、年２回の火災予防運動期間中には設置された住宅用火災警報器を点

検するよう推奨するなどして、継続的に維持管理していくよう働きかけるととも

に、住宅用火災警報器の重要性を再認識する機会となるよう図られたい。 

   なお、住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知に当たっては、

当庁ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html）や住宅防火

対策推進協議会のホームページ（http://www.jubo.go.jp/）に掲載されている情

報及び各種リーフレットなどの積極的な活用を図ることが考えられる。 

（２）住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための周知 

   「住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止について」（平成

２２年４月６日付け消防予第１７５号）により、住宅用火災警報器の設置対策に

併せ、住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための住民

への周知を実施するとともに、悪質な訪問販売や詐欺等に関する情報の当庁への

報告等について通知したところである。住宅用火災警報器の設置義務化が全面施

行となった平成２３年６月以降、これまで発生事例がないと想定される地域にお

いても、住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の発生が引き続

き懸念される。 

   このような悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の拡大を防止するため、その具

体的事案を広く周知するとともに、被害の未然防止に繋がる取組についても、積

極的な広報活動を行うことが効果的である。 

   なお、悪質な訪問販売や詐欺等に関する注意事項等については、当庁ホームペ

ージや各種リーフレットなどに掲載されている。 

（３）住宅用消火器をはじめとした住宅用防災機器等の普及促進 



   住宅火災による死者数の低減を図るためには、住宅用火災警報器の設置が最も

効果的であるが、併せて家庭における出火防止や消火・避難等の対策を効果的に

行うためには、安全装置が設置されている暖房器具・調理器具や消火のための住

宅用消火器、エアゾール式簡易消火具、住宅用自動消火装置、住宅用スプリンク

ラー設備などの設置が有効であることから、これらの普及についても積極的に推

進することが効果的である。 

   また、これらの住宅用防災機器等の普及に当たっては、当庁ホームページのパ

ンフレット、映像資料及び住宅防火対策推進協議会のホームページに掲載されて

いる住宅用防災機器等の取扱店リストの積極的な活用を図ることが考えられる。 

（４）たばこ火災に係る注意喚起広報の実施 

   我が国において火災の主要発生要因の一つとなっているたばこについては、前

回の火災予防運動で消防機関とたばこ関係者が連携し、「たばこ火災防止キャンペ

ーン」としてたばこ火災に係る注意喚起広報を全国一斉に実施したところである。

住宅火災による死者数を発火原別に見ると、たばこが例年１位となっていること

から、引き続き注意喚起広報を実施していくことが必要であるが、火を消したつ

もりでも完全に消えていなかったり、無煙燃焼による一酸化炭素の発生など、た

ばこ火災の特性を理解してもらえるような燃焼実験やその写真等を活用するなど

して取り組むことが効果的である。 

（５）防炎品の普及促進 

   家庭における出火防止対策として、寝具や衣類等の防炎製品及びカーテン等の

防炎物品の使用が有効であることから、これらの普及を積極的に推進することが

効果的である。 

   また、これらの防炎品の普及に当たっては、当庁で製作した防炎品の普及啓発

用ビデオ（「防炎品の普及啓発用ビデオ（ＤＶＤ）について」（平成１９年１月２

２日付け消防予第２３号）において配布）、当庁のホームページや住宅防火推進協

議会のホームページに掲載されている防炎品に関する情報や各種リーフレットな

どの積極的な活用を図るほか、防炎品と非防炎品を用いた燃焼比較実験など、防

炎品の有効性について分かりやすく示すことが必要である。 

（６）消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織等と連携した広報・普及啓

発活動の推進 

   住宅防火の推進に当たっては、地域の消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自

主防災組織等と連携して防火訪問を実施する等により、地域住民が主体となって

組織的に広報・普及啓発活動に取り組むことが効果的である。 

（７）地域の実情に即した広報の推進と具体的な対策事例等の情報提供 

   住宅防火の推進に当たっては、地域住民が日頃から接している各種のメディア

を積極的かつ効果的に活用するとともに、展示会等の開催や、町内会・自治会等

の公共的団体等の地域の会合を活用する等により、地域に密着した親しみやすい

広報を実施することが効果的である。 

   また、広報内容については、当庁が作成した住宅用火災警報器のＣＭ、当庁ホ

ームページに掲載されている「住宅防火情報」、住宅防火対策推進協議会のホーム

ページ、パンフレット及び広報用の素材集等を活用し、住宅火災の現況、住宅防

火対策の必要性、具体的な対策事例及び住宅用防災機器等の普及に必要な情報等

を工夫して提供することが考えられる。 



「住宅防火 いのちを守る ７つのポイント」（実施要綱参照）については、従来

から住宅における出火防止のため、国民が特に留意すべき事項として定め重点的

に広報してきたものであり、一般的な防火意識の高揚を図るために、地域の実情

を踏まえ、必要に応じて活用することが効果的である。 

（８）高齢者等の災害時要援護者の把握とその安全対策に重点を置いた死者発生防止

対策の推進 

一人暮らしの高齢者等で病弱者又は要介護状態にある者等、緊急事態に自ら行

動することが困難な災害時要援護者について、自主防災組織、福祉関係部局又は

地域の福祉協力者等が地域単位で協力・連携して情報を把握するとともに、地域

が主体となって各種対策に重点的に取り組むことが効果的である。 

   具体的には、災害時要援護者等と接する機会の多いホームヘルパー、民生委員

等の福祉関係者や婦人（女性）防火クラブ員等に対して火災予防に関する知識の

普及を図り、積極的な協力を働きかけることが考えられる。 

   また、独居世帯、高齢者や障がい者等が居住する住宅について、訪問診断を重

点的に実施し、その際、住宅用火災警報器の未設置世帯への働きかけ又は適切な

維持管理についての説明を特に重点的に行うことが考えられる。 

 

２ 放火火災・連続放火火災防止対策の推進 

（１）「放火火災防止対策戦略プラン」を活用した放火火災に対する地域の対応力の向     

上 

平成２３年中の放火及び放火の疑いによる出火（以下「放火火災」という。）件

数は９，５６３件となっており、全火災件数５万０，００６件のうち約２割を占

めていることを踏まえ、放火火災防止対策のより一層の推進を図ることが必要で

ある。 

   放火されない環境づくりを推進するためには、地域住民一人ひとりが積極的に

放火火災に対する注意を心がけることはもとより、関係行政機関、関係団体、事

業所、町内会及び住民等地域が一体となって、一過性の対策ではなく継続的に取

り組むことが重要と考えられる。実施に当たっては、「放火火災防止対策戦略プラ

ン」（当庁ホームページにも掲載（（http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fiel

dList4_6.html））を積極的に活用し、常日頃より、目標の設定、現状分析、達成

状況の評価というサイクルで、地域全体の安心・安全な環境が確保されるような

取組を継続的に行い、放火火災に対する地域の対応力を向上させることが重要と

考えられる。 

   その際、関係行政機関、関係団体、事業所、町内会及び住民等がそれぞれの立

場において取り組むよう指導するとともに、地域特性に応じた放火防止モデル地

域の設定、学校・自治会等における対象別・環境別火災予防教育の実施や、放火

火災予防診断、座談会等の実施など地域の実情に応じた戦略プランの展開を行う

ことが考えられる。 

（２）パチンコ店及び物品販売店舗における放火火災防止対策の徹底 

   パチンコ店及び物品販売店舗においては、死角となりやすいトイレ、バックヤ

ード等の可燃物等の整理整頓の徹底、避難経路の確実な確保、従業員や警備員に

よる巡回の強化、放火監視機器等の設置増強など防火安全対策の徹底に努めるよ

う積極的に指導することが重要と考えられる。 



   また、放火火災防止対策強化中である旨又は放火監視機器による監視中である

旨の注意喚起表示を積極的に行うよう併せて指導することが考えられる。 

（３）放火火災・連続放火火災による被害の軽減対策の実施 

   放火火災は、死角となる場所や深夜に発生することが多く、発見の遅れによっ

て被害が拡大するおそれがあることを周知し、放火監視機器や炎感知器、消火器

具等の設置を指導するとともに、必要に応じ街灯の増設、侵入監視センサー、警

報器、センサー付き照明等の防火・防犯設備の設置を促進することが効果的であ

る。 

   特に、放火が多発する地区等にあっては、可燃物を放置しない等の地域の環境

整備はもとより、関係機関等との連携を図り、重点警戒を実施するなど、地域の

実情に応じた効果的な対策を講じるよう指導することが考えられる。 

   また、自動車や自転車などのボディカバーに放火される例も多発していること

から、これらの防炎製品について情報提供を行い、使用を促進することが考えら

れる。 

 

３ 特定防火対象物等における防火安全対策の徹底 

（１）防火管理体制の充実 

特定防火対象物においては、高齢者や障がい者等に対する火災情報の伝達及び

避難介助に配意した避難誘導体制の確立についての指導を行うとともに、特に旅

館、ホテル等の宿泊を伴う施設においては、その実態に応じ、夜間において火災

が発生した場合を想定した消火、通報及び避難訓練の実施等についてきめ細やか

な指導を行い、検証の徹底を図るなど、防火管理体制の充実を図ることが重要と

考えられる。 

（２）避難施設等及び消防用設備等の維持管理の徹底 

火災が発生した場合に避難経路となる通路、階段等の管理を適切に行うととも

に、煙の拡散、延焼拡大の防止に重要な役割を果たす防火戸、防火シャッター等

の維持管理の徹底を図るため、防火対象物の関係者自らが自主的にチェックする

体制の整備を推進することが効果的である。 

   また、防火対象物の関係者に消防用設備等の点検・整備の重要性を認識させ、

定期点検及び点検結果報告の徹底を図るなど、消防用設備等の適正な維持管理の

徹底を図ることが重要と考えられる。 

（３）防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使用の促進 

出火又は延焼拡大の防止等のため、防炎物品の使用の徹底を図るとともに、寝

具類等の防炎製品の普及を推進することが効果的である。 

特に、高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設にあっては、住宅を改装

するなどして当該施設として使用している例が多く見られることから、立入検査

などの機会を捉えて防炎物品の使用の徹底及び寝具類等の防炎製品の普及推進

を図ることが必要である。 

（４）防火対象物定期点検報告制度の周知徹底 

防火対象物定期点検報告については、その実施率が未だ十分ではないため、関

係者に対し、本制度の趣旨、内容等の周知徹底及び報告実施の促進を図ることが

重要と考えられる。 

また、点検報告の結果が良好でないものや点検報告未実施の防火対象物につい



て重点的に立入検査を実施するなど、効率的な違反是正の推進に努めることが効

果的である。 

（５）違反のある防火対象物に対する是正指導の推進 

   平成１３年９月に発生した東京都新宿区の歌舞伎町ビル火災以後、消防法令違

反のある対象物における違反是正を推進することが重要となっており、特に、昨

年５月に発生した広島県福山市のホテル火災を踏まえ、立入検査及び違反是正に

ついては、「立入検査標準マニュアル」及び「違反処理標準マニュアル」（平成１

４年８月３０日付け消防安第３９号、最終改正：平成２１年９月１１日付け消防

予第３７９号）を踏まえた計画的な実施等により、防火安全対策を徹底する必要

がある。 

また、行政指導により違反を是正しないものに対しては、警告をはじめとする

違反処理を実施し、違反が全く是正されない場合や繰返し違反が行われる場合な

ど悪質性が高いもの及び火災危険性が特に高いものについては、時機を逸するこ

となく措置命令を発動するなど必要な措置を講じることが極めて重要と考えられ

る。 

なお、違反是正に当たっては、警察機関、保健福祉部局、建築行政機関等の関

係行政機関との連携強化に努めることが効果的である。 

（６）ホテル・旅館等における防火安全対策の徹底 

旅行者等、建物の避難経路等に不案内の者が多数宿泊するホテル・旅館等の施

設においては、防火管理が適正に実施されていない場合、人的被害が生じる危険

性が高い。 

これらの施設おいては、昨年５月に発生した広島県福山市のホテル火災を踏ま

え、「ホテル・旅館等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２４年５月１

４日付け消防予第１８１号）等により、関係部局と連携し、消防法令違反の是正

を図るとともに、夜間を想定し施設の実情を踏まえた訓練の実施、避難経路や防

火戸等の避難管理の徹底等防火安全対策の推進を図ることが効果的と考えられ

る。 

（７）個室ビデオ店等の個室型店舗における防火安全対策の徹底 

個室ビデオ店等においては、その構造や利用形態から、火災による煙・熱が内

部で急激に滞留しやすく、利用客が周囲の状況に気付きにくいため、潜在的に逃

げ遅れによる人命危険性が大きい。 

平成２０年１０月に発生した大阪市の個室ビデオ店の火災を踏まえ、個室型店

舗等の安全対策の推進として自動火災報知設備の早期設置促進、夜間における応

急体制の確保と訓練の実施が特に重要であり、「個室ビデオ店等に係る緊急調査及

び防火対策の徹底について」（平成２０年１０月１日付け消防予第２５５号）、「個

室ビデオ店等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２０年１０月７日付け

消防予第２５７号）及び「個室型店舗等における消防訓練マニュアル」（平成２１

年６月３０日付け事務連絡）により、防火安全対策の徹底を図ることが考えられ

る。 

（８）高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設における防火安全対策の徹底 

高齢者等が多数入居する小規模福祉施設においては、ひとたび火災が発生すれ

ば入居者は自力で避難することが困難な場合が多く、また、夜間においては職員

の配置が少数であることなどにより、全入居者を短時間で避難させることが難し



い。 

これらの施設においては、安全対策の推進のために消防法令違反の是正推進、

早期の火災覚知体制及び避難誘導介助体制の確保が特に重要であり、平成２２年

３月に発生した北海道札幌市の認知症高齢者グループホーム火災も踏まえ、「社会

福祉施設等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２２年３月１３日付け消

防予第１３０号）、「小規模社会福祉施設等に係る緊急調査の結果を踏まえた防火

安全対策の徹底について」（平成２２年６月１０日付け消防予第２６０号）等によ

り、保健福祉部局、建築行政機関等の関係行政機関との連携強化に努めることが

効果的である。 

なお、平成２１年度補正予算による「防火安全教育・指導のための住宅用火災

警報器の配備」により対象となる小規模福祉施設への連動型住宅用火災警報器の

設置が推進されていることを踏まえ、避難誘導介助体制については、全国消防長

会がとりまとめた「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」（平

成２１年１０月２７日付け全消発第３３８号）による、施設職員が自らの体制を

検証する形での消防訓練の実施を推進することが考えられる。 

（９）小規模雑居ビルにおける防火安全対策の徹底 

唯一の避難経路となる階段で、火災発生時に避難の障害となる状況が頻繁に認

められる等、防火管理が適切に実施されていないものが多く認められる小規模雑

居ビルにおいては、ひとたび火災が発生すると比較的短時間で火災が拡大し、消

火・避難が困難となり、人的、物的に多大な損害が生じる可能性が高い。 

これらの防火対象物においては、平成２１年１１月に発生した東京都杉並区の

雑居ビル火災も踏まえ、「小規模雑居ビルをはじめとした防火対象物における違反

是正の推進について」（平成１７年３月２４日付け消防安第５８号）、「雑居ビル内

の飲食店における火災を踏まえた防火安全対策の徹底について」（平成２１年１１

月２２日付け消防予第５０５号）等により、扉、階段、通路等の適切な維持管理

の徹底、警報設備、避難設備の維持管理の徹底、放火防止対策の推進、並びに違

反是正の取組みの強化等、必要な防火安全対策の徹底を図ることが重要と考えら

れる。 

 

４ 製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

  消費者の安全・安心の確保が強く求められていることを踏まえ、火災予防運動の

期間中は消費者である地域住民に消防機関が接する機会が多くなることから、自動

車等、電気用品及び燃焼機器など、火災の発火源となることが多い日常生活に身近

な製品について、適切な使用・維持管理及び誤使用による火災の防止を呼び掛ける

とともに、各種機関の参考情報を注視し、注意情報を発信することが効果的である。 

  特に「平成２３年中の製品火災に関する調査結果」（平成２４年６月１２日付け消

防庁報道発表資料）では、前年と比較するとすべての製品種別の発生件数が増加し

た結果となり、中でも電気用品と燃焼機器については高い増加率となったことから、

重点的に注意情報を発信することが重要と考えられる。 

 

５ 林野火災予防対策の推進 

（１）林野周辺住民、入山者等の防火意識の高揚 

林野火災の出火原因としては、たき火、たばこ及び火入れによるものが過半数



を占めているが、この時季は、春を迎えての火入れの開始、入山者の増加等が見

込まれることから、林野周辺住民、入山者等の防火意識の高揚を図ることが重要

と考えられる。 

（２）火災警報発令中における火の使用制限の徹底 

消防法第２２条第３項の規定に基づき、火災に関する警報が発せられたときは、

火入れ・たき火の禁止等、火災予防条例に定める火の使用制限の徹底を図るとと

もに、監視及び広報パトロールを強化するなどして出火防止に努めることが重要

と考えられる。 

（３）火入れに際しての手続き等の徹底 

火入れの相談があった場合又は情報を入手した場合は、関係行政部局と連携を

密にし、関係者に対して森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２１条第１項本

文に規定する市町村長の許可を受けて、その指示に従うよう指導するとともに、

火災予防及び火災の警戒上必要な措置について徹底を図るよう指導することが重

要と考えられる。 

（４）林野所有者等に対する林野火災予防措置の指導の強化 

林野所有者等に対し、林野の適切な管理及び監視活動の徹底を図るよう指導を

強化するとともに、林野関係者と連携を密にし、地域の実情に即した火災予防対

策を講じるよう努めることが重要と考えられる。 

 

６ 車両火災予防運動の推進 

  平成２３年中の車両火災の原因をみると、放火及び放火の疑いによるものが全体

の１４．２％を占めていることから、車両火災の防止と被害の軽減を図るため、防

炎製品のボディーカバーの使用等について普及促進を図ることが効果的である。 

また、駅舎等における防火安全対策の徹底を図るため、初期消火、通報及び避難

訓練の実施等について、鉄道関係者に対する指導を行うことが重要と考えられる。 

 

７ 地域の実情に応じた重点項目の設定 

火災予防運動の実施に当たっては、上記のほか、地域における火災発生状況、火

災特性、消防事情等に配慮し、必要に応じて次の事項等を追加するなど、地域の実

情に応じた運動を展開することが効果的である。 

特に、東日本大震災以降の全国的な節電対策により、乾電池で使用可能な石油ス

トーブを使用する機会が増加しているため、可燃物との接炎火災対策を図ることが

必要である。 

また、かつては２００万人以上いた消防団員が今では９０万人を割る状況となっ

ており、地域の安心・安全を確保するうえで、多大な支障をきたす事になるなど大

変憂慮される厳しい状況にあることから、消防訓練や防火安全講習等、各種イベン

トの機会を捉え、消防団の地域における重要性や「消防団協力事業所表示制度」を

啓発し、地域の住民・事業所に対し積極的な消防団への入団推進を図ることが効果

的である。 

（１）地域における防火安全体制の充実 

ア 消防団員確保を推進することによる、地域の火災予防体制の充実 

イ 婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織の整備充実 

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実施 



（２）震災時における出火防止対策等の推進 

ア 過去の大震災等の教訓を踏まえた出火防止対策等に係る啓発活動の推進 

イ 火気使用設備・火気使用器具及び電気器具の特性を踏まえた出火防止対策等

の推進 

ウ 自主防災組織等と連携した地域の防火安全対策の推進 

（３）大規模産業施設の安全確保 

ア 当該施設の実態把握 

イ 当該施設で取り扱う危険性物品（廃棄物の処理・加工品を含む。）の把握 

ウ 当該施設に係る防火安全対策の徹底 

（４）電気火災・燃焼機器火災予防対策の推進 

ア 電気配線・燃料配管の適切な維持管理 

イ 老朽化した器具や配線・配管の交換の推進 

ウ 器具、配線・配管の正しい使用の徹底 

（５）消火器の適切な維持管理 

ア 消火器の不適切点検に係る予防策の周知及びトラブル情報の伝達体制の再確

認 

イ 老朽化消火器の一斉回収や廃消火器リサイクルシステムの周知等による適切

な回収の推進 

（６）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進 

ア 火災予防広報の実施 

イ たき火等を行う場合の消火の準備及び監視の励行 

ウ 火気取扱いにおける注意の徹底 

エ 工事等における火気管理の徹底 

（７）文化財建造物等の防火安全対策の徹底 

 

８ 老朽化消火器の破裂事故等を踏まえた対応 

（１）平成２１年９月に大阪市で発生した老朽化消火器の破裂事故等を踏まえ、住民

に対する注意喚起と消火器の回収先（製造事業者による廃消火器リサイクルの回

収窓口等）の周知等の取組を図るようお願いしているところであるが、今後も破

裂事故が発生するおそれがあることから、引き続き本運動中に実施するイベント

等（住宅防火訪問等）の機会を有効に活用し、一層の注意喚起を図るとともに、

老朽化消火器の廃棄・リサイクルに関する注意事項等についても、併せて周知さ

れたい。 

   また、消火器の技術上の規格を定める省令の一部を改正する省令（平成２２年

総務省令第１１１号）等により消火器に係る省令及び点検基準が改正されており、

その周知徹底が必要である。 

（２）「エアゾール式簡易消火具の不具合に係る注意喚起等について」（平成２４年１

１月５日付け消防予第４０３号）等により、再三にわたってエアゾール式簡易消

火具の取扱いに係る注意喚起をお願いしてきたところであるが、昨年１２月３１

日までに報告された不具合（亀裂・破裂事故）の製品事故は５,８４８件に上り、

未だ約１１万４，０００本（全体の約６２％）の製品が未回収であり、今後も破

裂事故が発生するおそれがあることから、引き続き取扱いに関する一般的注意事

項等について、本運動中に実施するイベント等の機会を有効に活用し注意喚起を



図られたい。 

 

９ その他 

近年、救助袋を使用した避難訓練実施中の事故発生が多く報告されており、防火

対象物における救助袋を使用した訓練及び点検等の際には安全管理を徹底するよう、

注意喚起を図られたい。 



別添２ 

 

平成２５年春季全国火災予防運動の実施結果に関する報告について 

 

 平成２５年春季全国火災予防運動期間中における行事等の実施結果について、下記の

とおり別記様式１及び別記様式２にて報告をお願いします。 

なお、報告いただいたすべての実施結果をとりまとめたのち都道府県及び政令市宛に

送付いたしますので、個人情報に注意するとともに、必ず１事例を１枚の調査票にまと

めて作成してください。（写真がある場合は、内容欄に貼り付け、別添とならないように

して下さい。） 

 

１ 調査票の入手方法 

調査票は、事前に消防庁から都道府県及び政令市へメールにて送付します。都道府

県は、政令市を除いた消防本部（非常備町村含む。以下同じ。）へ別記様式１を転送願

います。 

 

２ 調査票の作成及び送付について 

（１）消防本部（政令市含む。） 

    消防本部の行事等の実施結果を別記様式１に入力し、ファイル名に県名及び消

防本部名を追記して都道府県へ送付する。（消防本部から都道府県への報告期限

はそれぞれ異なるため注意して下さい。） 
  
（２）都道府県 

ア 消防本部から送付された別記様式１について、他の消防本部等が参考となる

ような事例を選定する。（３つ以内） 

イ 都道府県の行事等の実施結果を別記様式２に入力し、ファイル名に県名を追

記する。 

ウ 選定した別記様式１及び別記様式２を消防庁へメールにて送付する。 

消防庁予防課アドレス：yobouka-y@ml.soumu.go.jp ※アドレスに数字は使っておりません。 

 

３ 都道府県から消防庁への報告期限 

平成２５年５月２４日（金） 

 

４ 行事等の実施結果の利用方法 

調査票で報告いただいたすべての実施結果をとりまとめたのち都道府県及び政令市

へ送付いたしますので、今後の火災予防運動の参考として下さい。 

また、写真については、総務省及び消防庁のホームページや広報誌等へ実施状況と

して掲載させていただくことがあります。(その際は事前に掲載の可否を該当都道府県

又は消防本部へ連絡させていただきます。) 

 

 

 

 

 

 
 

mailto:yobouka-y@ml.soumu.go.jp


【記載例】※別記様式２（都道府県用）も本記載例を参考に作成してください。 

別記様式１

平成○○年○季全国火災予防運動期間中における 

行事等の実施結果調査票（消防本部用） 
都道府県名 ○○○県 消防本部名 ○○○市消防本部 

 

行事等の区分 住宅防火対策を主とした行事等・消防訓練・防火査察・その他の行事等 

名 称 第○回住宅防火対策推進講演会 

実施期間・日時 平成○○年○月○日 ○○：○○～○○：○○ 

実施場所 ○○県△△市□□町１丁目１番１号 △△市文化センター○階 中ホール 
過去に本行事を実施 
した回数・継続年数等 平成○○年に第１回目を実施し、今回第○回目 

行事等の内容  
 
１ 実施目的 
 
 
 
２ 実施内容 
 
 
 
３ 参加団体・参加人員 
 
 
 
４ 特に工夫した点 
 
 
 
５ 実施した結果及び効果 
 
 

※写真も含め、必ず１事例を１枚の調査票にまとめて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

写 真 



別記様式１

平成２５年春季全国火災予防運動期間中における 

行事等の実施結果調査票（消防本部用） 
都道府県名 ○○○県 消防本部名 ○○○消防本部 
 

行事等の区分 住宅防火対策を主とした行事等 ・消防訓練・防火査察・その他の行事等 

名 称  

実施期間・日時  

実施場所  
過去に本行事を実施 
した回数・継続年数等  

行事等の内容  
 

※写真も含め、必ず１事例を１枚の調査票にまとめて下さい。 



別記様式２

平成２５年春季全国火災予防運動期間中における 

行事等の実施結果調査票（都道府県用） 
都道府県名 ○○○県 担当部署名 ○○○課 
 

行事等の区分 住宅防火対策を主とした行事等 ・ その他の行事等 

名 称  

実施期間・日時  

実施場所  
過去に本行事を実施 
した回数・継続年数等  

行事等の内容  
 

※写真も含め、必ず１事例を１枚の調査票にまとめて下さい。 



全国火災予防運動の実施についての予防課長通知新旧対照表 

Ｈ２５春 Ｈ２４秋 

 消 防 予 第 １ ８ 号 

平成２５年１月２５日 

 

各都道府県消防防災主管部長  殿 

東京消防庁・各指定都市消防長 殿 

 

 

                         消防庁予防課長 

（公印省略） 

 

 

平成２５年春季全国火災予防運動の実施について 

 

 

 平成２５年春季全国火災予防運動については、平成２５年１月２５日付け消防予第１６

号により実施要綱を定め、各都道府県知事等あてに消防庁長官から通知したところです。

当該実施要綱に掲げる推進項目等の実施にあたり参考になると考えられる事項を、別添１

「平成２５年春季全国火災予防運動実施要綱について」のとおりとりまとめましたので、

送付いたします。 

 なお、前回実施した平成２４年秋季全国火災予防運動期間中における行事等の実施結果

については、「平成２４年秋季全国火災予防運動の実施結果について」（平成２４年１２月

２１日付け事務連絡）のとおり独自の工夫を凝らして火災予防運動の活性化に取り組んで

いる事例も見られました。これらを参考として地域の事情に応じた工夫を検討いただくと

ともに、山火事予防運動及び車両火災予防運動を含め、今回の実施結果について、別添２

により報告いただきますようお願いします。 

 各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の各市町村（消防の事務

を処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨周知されるようお願いします。 

 

 

 

          消防予第 ３３２ 号 

平成２４年９月６日 

 

各都道府県消防防災主管部長  殿 

東京消防庁・各指定都市消防長 殿 

 

 

                         消防庁予防課長 

（公印省略） 

 

 

平成２４年秋季全国火災予防運動の実施について 

 

 

 平成２４年秋季全国火災予防運動については、平成２４年９月６日付け消防予第３３０

号により実施要綱を定め、各都道府県知事等あてに消防庁長官から通知したところです。

当該実施要綱に掲げる推進項目等の実施にあたり参考になると考えられる事項を、別添１

「平成２４年秋季全国火災予防運動実施要綱について」のとおりとりまとめましたので、

送付いたします。 

 なお、前回実施した平成２４年春季全国火災予防運動期間中における行事等の実施結果

については、「平成２４年春季全国火災予防運動の実施結果について」（平成２４年 ７月

１１日付け事務連絡）のとおり独自の工夫を凝らして火災予防運動の活性化に取り組んで

いる事例も見られました。これらを参考として地域の事情に応じた工夫を検討いただくと

ともに、                     今回の実施結果について、別添２

により報告いただきますようお願いします。 

 各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の各市町村（消防の事務

を処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨周知されるようお願いします。 

 

 

 



別添１ 

平成２５年春季全国火災予防運動実施要綱について 

 

１ 住宅防火対策の推進 

（１）住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知 

 平成１６年の消防法（昭和２３年法律１８６号）改正により、既存住宅を含めたす

べての住宅を対象として住宅用火災警報器の設置が義務付けられ、各市町村の条例に

基づき、平成２３年６月までに全ての市町村において施行された。 

しかしながら、昨年６月時点の推計では、住宅用火災警報器を未だ設置していない

世帯は約２割にのぼり、地域によっては住宅用火災警報器の設置率が約５０％にとど

まっているのが現状である。 

住宅用火災警報器の設置は、住宅防火対策の「切り札」と言え、国民の安全・安心

を確保する上で極めて重要であり、実際に、我が国における住宅火災における死者数

は、新築住宅に対する住宅用火災警報器の設置義務化がスタートした平成１８年以降

減少を続けているなど一定の効果が現れている。 

平成２３年９月に開催された「住宅用火災警報器設置対策会議」（前：住宅用火災

警報器設置推進会議）において「住宅用火災警報器設置対策基本方針」が新たに決定

され、未設置世帯に対する働きかけ及び維持管理に関する広報の強化等、今後の取り

組み方針が示されたところである。住宅火災による被害のさらなる軽減のためには、

消防機関に限らず、関係行政機関、関係団体、関係業界等、あらゆる主体が総力を結

集し、住宅用火災警報器の設置を徹底していくことが重要である。また、年２回の火

災予防運動期間中には設置された住宅用火災警報器を点検するよう推奨するなどし

て、継続的に維持管理していくよう働きかけるとともに、住宅用火災警報器の重要性

を再認識する機会となるよう図られたい。 

 なお、住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知に当たっては、当庁

ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html）や住宅防火対策推

進協議会のホームページ（http://www.jubo.go.jp/）に掲載されている情報及び各種

リーフレットなどの積極的な活用を図ることが考えられる。 

（２）住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための周知 

 「住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止について」（平成２

２年４月６日付け消防予第１７５号）により、住宅用火災警報器の設置対策に併せ、

住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための住民への周知

別添１ 

平成２４年秋季全国火災予防運動実施要綱について 

 

１ 住宅防火対策の推進 

（１）住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知 

 平成１６年の消防法（昭和２３年法律１８６号）改正により、既存住宅を含めたす

べての住宅を対象として住宅用火災警報器の設置が義務付けられ、各市町村の条例に

基づき、昨年   ６月までに全ての市町村において施行された。 

しかしながら、本年６月時点の推計では、住宅用火災警報器を未だ設置していない

世帯は約２割にのぼり、地域によっては住宅用火災警報器の設置率が約５０％にとど

まっているのが現状である。 

住宅用火災警報器の設置は、住宅防火対策の「切り札」と言え、国民の安全・安心

を確保する上で極めて重要であり、実際に、我が国における住宅火災における死者数

は、新築住宅に対する住宅用火災警報器の設置義務化がスタートした平成１８年以降

減少を続けているなど一定の効果が現れている。 

昨年   ９月に開催された「住宅用火災警報器設置対策会議」（前：住宅用火災

警報器設置推進会議）において「住宅用火災警報器設置対策基本方針」が新たに決定

され、未設置世帯に対する働きかけ及び維持管理に関する広報の強化等、今後の取り

組み方針が示されたところである。住宅火災による被害のさらなる軽減のためには、

消防機関に限らず、関係行政機関、関係団体、関係業界等、あらゆる主体が総力を結

集し、住宅用火災警報器の設置を徹底していくことが重要である。また、年２回の火

災予防運動期間中には設置された住宅用火災警報器を点検するよう推奨するなどし

て、継続的に維持管理していくよう働きかけるとともに、住宅用火災警報器の重要性

を再認識する機会となるよう図られたい。 

 なお、住宅用火災警報器の設置徹底及び適切な維持管理の周知に当たっては、当庁

ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html）や住宅防火対策推

進協議会のホームページ（http://www.jubo.go.jp/）に掲載されている情報及び各種

リーフレットなどの積極的な活用を図ることが考えられる。 

（２）住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための周知 

 「住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止について」（平成２

２年４月６日付け消防予第１７５号）により、住宅用火災警報器の設置対策に併せ、

住宅用火災警報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害防止のための住民への周知



を実施するとともに、悪質な訪問販売や詐欺等に関する情報の当庁への報告等につい

て通知したところである。住宅用火災警報器の設置義務化が全面施行となった平成２

３年６月以降、これまで発生事例がないと想定される地域においても、住宅用火災警

報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の発生が引き続き懸念される。 

 このような悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の拡大を防止するため、その具体的

事案を広く周知するとともに、被害の未然防止に繋がる取組についても、積極的な広

報活動を行うことが効果的である。 

 なお、悪質な訪問販売や詐欺等に関する注意事項等については、当庁ホームページ

や各種リーフレットなどに掲載されている。 

（３）住宅用消火器をはじめとした住宅用防災機器等の普及促進 

 住宅火災による死者数の低減を図るためには、住宅用火災警報器の設置が最も効果

的であるが、併せて家庭における出火防止や消火・避難等の対策を効果的に行うため

には、安全装置が設置されている暖房器具・調理器具や消火のための住宅用消火器、

エアゾール式簡易消火具、住宅用自動消火装置、住宅用スプリンクラー設備などの設

置が有効であることから、これらの普及についても積極的に推進することが効果的で

ある。 

 また、これらの住宅用防災機器等の普及に当たっては、当庁ホームページのパンフ

レット、映像資料及び住宅防火対策推進協議会のホームページに掲載されている住宅

用防災機器等の取扱店リストの積極的な活用を図ることが考えられる。 

 （４）たばこ火災に係る注意喚起広報               の実施                    

 我が国において火災の主要発生要因の一つとなっているたばこについては、前回の

火災予防運動で消防機関とたばこ関係者が連携し、「たばこ火災防止キャンペーン」

としてたばこ火災に係る注意喚起広報を全国一斉に実施したところである。住宅火災

による死者数を発火原別に見ると、たばこが例年１位となっていることから、引き続

き注意喚起広報を実施していくことが必要であるが、火を消したつもりでも完全に消

えていなかったり、無煙燃焼による一酸化炭素の発生など、たばこ火災の特性を理解

してもらえるような燃焼実験やその写真等を活用するなどして取り組むことが効果

的である。                                    

                                        

（５）防炎品の普及促進 

 家庭における出火防止対策として、寝具や衣類等の防炎製品及びカーテン等の防炎

物品の使用が有効であることから、これらの普及を積極的に推進することが効果的で

を実施するとともに、悪質な訪問販売や詐欺等に関する情報の当庁への報告等につい

て通知したところである。住宅用火災警報器の設置義務化が全面施行となった昨     

 年６月以降、これまで発生事例がないと想定される地域においても、住宅用火災警

報器の悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の発生が引き続き懸念される。 

 このような悪質な訪問販売や詐欺等に係る被害の拡大を防止するため、その具体的

事案を広く周知するとともに、被害の未然防止に繋がる取組についても、積極的な広

報活動を行うことが効果的である。 

 なお、悪質な訪問販売や詐欺等に関する注意事項等については、当庁ホームページ

や各種リーフレットなどに掲載されている。 

（３）住宅用消火器をはじめとした住宅用防災機器等の普及促進 

 住宅火災による死者数の低減を図るためには、住宅用火災警報器の設置が最も効果

的であるが、併せて家庭における出火防止や消火・避難等の対策を効果的に行うため

には、安全装置が設置されている暖房器具・調理器具や消火のための住宅用消火器、

エアゾール式簡易消火具、住宅用自動消火装置、住宅用スプリンクラー設備などの設

置が有効であることから、これらの普及についても積極的に推進することが効果的で

ある。 

 また、これらの住宅用防災機器等の普及に当たっては、当庁ホームページのパンフ

レット、映像資料及び住宅防火対策推進協議会のホームページに掲載されている住宅

用防災機器等の取扱店リストの積極的な活用を図ることが考えられる。 

 （４）たばこ火災に係る注意喚起広報（たばこ火災防止キャンペーン）の実施 

 当庁では、たばこ火災被害の低減に向けた取組み強化のため、平成２２年度から消

防機関及びたばこ関係者等とともに今後のたばこ火災被害低減のあり方について協

議及び検討を行っているが、本年３月に公表されたたばこ火災被害の低減対策に関す

る協議会最終とりまとめにおいて、消防機関とたばこ関係者との連携を図りつつ、今

後も、たばこ火災の増加する季節にあわせ、両者で連携した注意喚起広報を実施して

いくことが合意されたところである。                         

よって、火災原因調査等によって得られたたばこ火災に係る知見とあわせ、社団法

人日本たばこ協会から配布されるポスター及びポケットティッシュを活用し、「たば

こ火災防止キャンペーン」として地域の実情に応じた注意喚起広報を実施されたい。 

（５）防炎品の普及促進 

 家庭における出火防止対策として、寝具や衣類等の防炎製品及びカーテン等の防炎

物品の使用が有効であることから、これらの普及を積極的に推進することが効果的で



ある。 

 また、これらの防炎品の普及に当たっては、当庁で製作した防炎品の普及啓発用ビ

デオ（「防炎品の普及啓発用ビデオ（ＤＶＤ）について」（平成１９年１月２２日付け

消防予第２３号）において配布）、当庁のホームページや住宅防火推進協議会のホー

ムページに掲載されている防炎品に関する情報や各種リーフレットなどの積極的な

活用を図るほか、防炎品と非防炎品を用いた燃焼比較実験など、防炎品の有効性につ

いて分かりやすく示すことが必要である。 

（６）消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織等と連携した広報・普及啓発活

動の推進 

 住宅防火の推進に当たっては、地域の消防団、婦人（女性）防火クラブ及び自主防

災組織等と連携して防火訪問を実施する等により、地域住民が主体となって組織的に

広報・普及啓発活動に取り組むことが効果的である。 

（７）地域の実情に即した広報の推進と具体的な対策事例等の情報提供 

 住宅防火の推進に当たっては、地域住民が日頃から接している各種のメディアを積

極的かつ効果的に活用するとともに、展示会等の開催や、町内会・自治会等の公共的

団体等の地域の会合を活用する等により、地域に密着した親しみやすい広報を実施す

ることが効果的である。 

 また、広報内容については、当庁が作成した住宅用火災警報器のＣＭ、当庁ホーム

ページに掲載されている「住宅防火情報」、住宅防火対策推進協議会のホームページ、

パンフレット及び広報用の素材集等を活用し、住宅火災の現況、住宅防火対策の必要

性、具体的な対策事例及び住宅用防災機器等の普及に必要な情報等を工夫して提供す

ることが考えられる。 

「住宅防火 いのちを守る ７つのポイント」（実施要綱参照）については、従来か

ら住宅における出火防止のため、国民が特に留意すべき事項として定め重点的に広報

してきたものであり、一般的な防火意識の高揚を図るために、地域の実情を踏まえ、

必要に応じて活用することが効果的である。 

（８）高齢者等の災害時要援護者の把握とその安全対策に重点を置いた死者発生防止対策

の推進 

  一人暮らしの高齢者等で病弱者又は要介護状態にある者等、緊急事態に自ら行動

することが困難な災害時要援護者について、自主防災組織、福祉関係部局又は地域の

福祉協力者等が地域単位で協力・連携して情報を把握するとともに、地域が主体とな

って各種対策に重点的に取り組むことが効果的である。 
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 具体的には、災害時要援護者等と接する機会の多いホームヘルパー、民生委員等の

福祉関係者や婦人（女性）防火クラブ員等に対して火災予防に関する知識の普及を図

り、積極的な協力を働きかけることが考えられる。 

 また、独居世帯、高齢者や障がい者等が居住する住宅について、訪問診断を重点的

に実施し、その際、住宅用火災警報器の未設置世帯への働きかけ又は適切な維持管理

についての説明を特に重点的に行うことが考えられる。 

 

２ 放火火災・連続放火火災防止対策の推進 

（１）「放火火災防止対策戦略プラン」を活用した放火火災に対する地域の対応力の向上 

平成２３年中の放火及び放火の疑いによる出火（以下「放火火災」という。）件数

は９，５６３件となっており、全火災件数５万０，００６件のうち約２割を占めてい

ることを踏まえ、放火火災防止対策のより一層の推進を図ることが必要である。 

 放火されない環境づくりを推進するためには、地域住民一人ひとりが積極的に放火

火災に対する注意を心がけることはもとより、関係行政機関、関係団体、事業所、町

内会及び住民等地域が一体となって、一過性の対策ではなく継続的に取り組むことが

重要と考えられる。実施に当たっては、「放火火災防止対策戦略プラン」（当庁ホーム

ページにも掲載（http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList4_6.html））を積

極的に活用し、常日頃より、目標の設定、現状分析、達成状況の評価というサイクル

で、地域全体の安心・安全な環境が確保されるような取組を継続的に行い、放火火災

に対する地域の対応力を向上させることが重要と考えられる。 

 その際、関係行政機関、関係団体、事業所、町内会及び住民等がそれぞれの立場に

おいて取り組むよう指導するとともに、地域特性に応じた放火防止モデル地域の設

定、学校・自治会等における対象別・環境別火災予防教育の実施や、放火火災予防診

断、座談会等の実施など地域の実情に応じた戦略プランの展開を行うことが考えられ

る。 

（２）パチンコ店及び物品販売店舗における放火火災防止対策の徹底 

 パチンコ店及び物品販売店舗においては、死角となりやすいトイレ、バックヤード

等の可燃物等の整理整頓の徹底、避難経路の確実な確保、従業員や警備員による巡回

の強化、放火監視機器等の設置増強など防火安全対策の徹底に努めるよう積極的に指

導することが重要と考えられる。 

 また、放火火災防止対策強化中である旨又は放火監視機器による監視中である旨の

注意喚起表示を積極的に行うよう併せて指導することが考えられる。 

 具体的には、災害時要援護者等と接する機会の多いホームヘルパー、民生委員等の

福祉関係者や婦人（女性）防火クラブ員等に対して火災予防に関する知識の普及を図

り、積極的な協力を働きかけることが考えられる。 

 また、独居世帯、高齢者や障がい者等が居住する住宅について、訪問診断を重点的

に実施し、その際、住宅用火災警報器の未設置世帯への働きかけ又は適切な維持管理

についての説明を特に重点的に行うことが考えられる。 

 

２ 放火火災・連続放火火災防止対策の推進 

（１）「放火火災防止対策戦略プラン」を活用した放火火災に対する地域の対応力の向上 

平成２３年中の放火及び放火の疑いによる出火（以下「放火火災」という。）件数

は９，５６３件となっており、全火災件数５万０，００６件のうち約２割を占めてい

ることを踏まえ、放火火災防止対策のより一層の推進を図ることが必要である。 

 放火されない環境づくりを推進するためには、地域住民一人ひとりが積極的に放火

火災に対する注意を心がけることはもとより、関係行政機関、関係団体、事業所、町

内会及び住民等地域が一体となって、一過性の対策ではなく継続的に取り組むことが

重要と考えられる。実施に当たっては、「放火火災防止対策戦略プラン」（当庁ホーム

ページにも掲載（http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList4_6.html））を積

極的に活用し、常日頃より、目標の設定、現状分析、達成状況の評価というサイクル

で、地域全体の安心・安全な環境が確保されるような取組を継続的に行い、放火火災

に対する地域の対応力を向上させることが重要と考えられる。 

 その際、関係行政機関、関係団体、事業所、町内会及び住民等がそれぞれの立場に

おいて取り組むよう指導するとともに、地域特性に応じた放火防止モデル地域の設

定、学校・自治会等における対象別・環境別火災予防教育の実施や、放火火災予防診
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（２）パチンコ店及び物品販売店舗における放火火災防止対策の徹底 

 パチンコ店及び物品販売店舗においては、死角となりやすいトイレ、バックヤード
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（３）放火火災・連続放火火災による被害の軽減対策の実施 

 放火火災は、死角となる場所や深夜に発生することが多く、発見の遅れによって被

害が拡大するおそれがあることを周知し、放火監視機器や炎感知器、消火器具等の設

置を指導するとともに、必要に応じ街灯の増設、侵入監視センサー、警報器、センサ

ー付き照明等の防火・防犯設備の設置を促進することが効果的である。 

 特に、放火が多発する地区等にあっては、可燃物を放置しない等の地域の環境整備

はもとより、関係機関等との連携を図り、重点警戒を実施するなど、地域の実情に応

じた効果的な対策を講じるよう指導することが考えられる。 

 また、自動車や自転車などのボディカバーに放火される例も多発していることか

ら、これらの防炎製品について情報提供を行い、使用を促進することが考えられる。 

 

３ 特定防火対象物等における防火安全対策の徹底 

（１）防火管理体制の充実 

特定防火対象物においては、高齢者や障がい者等に対する火災情報の伝達及び避難

介助に配意した避難誘導体制の確立についての指導を行うとともに、特に旅館、ホテ

ル等の宿泊を伴う施設においては、その実態に応じ、夜間において火災が発生した場

合を想定した消火、通報及び避難訓練の実施等についてきめ細やかな指導を行い、検

証の徹底を図るなど、防火管理体制の充実を図ることが重要と考えられる。 

（２）避難施設等及び消防用設備等の維持管理の徹底 

火災が発生した場合に避難経路となる通路、階段等の管理を適切に行うとともに、

煙の拡散、延焼拡大の防止に重要な役割を果たす防火戸、防火シャッター等の維持管

理の徹底を図るため、防火対象物の関係者自らが自主的にチェックする体制の整備を

推進することが効果的である。 

 また、防火対象物の関係者に消防用設備等の点検・整備の重要性を認識させ、定期

点検及び点検結果報告の徹底を図るなど、消防用設備等の適正な維持管理の徹底を図

ることが重要と考えられる。 

（３）防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使用の促進 

 出火又は延焼拡大の防止等のため、防炎物品の使用の徹底を図るとともに、寝具類

等の防炎製品の普及を推進することが効果的である。 

 特に、高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設にあっては、住宅を改装する

などして当該施設として使用している例が多く見られることから、立入検査などの機

会を捉えて防炎物品の使用の徹底及び寝具類等の防炎製品の普及推進を図ることが
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必要である。 

（４）防火対象物定期点検報告制度の周知徹底 

防火対象物定期点検報告については、その実施率が未だ十分ではないため、関係者

に対し、本制度の趣旨、内容等の周知徹底及び報告実施の促進を図ることが重要と考

えられる。 

また、点検報告の結果が良好でないものや点検報告未実施の防火対象物について重

点的に立入検査を実施するなど、効率的な違反是正の推進に努めることが効果的であ

る。 

（５）違反のある防火対象物に対する是正指導の推進 

   平成１３年９月に発生した東京都新宿区の歌舞伎町ビル火災以後、消防法令違反の

ある対象物における違反是正を推進することが重要となっており、特に、昨年５月に

発生した広島県福山市のホテル火災を踏まえ、立入検査及び違反是正については、「立

入検査標準マニュアル」及び「違反処理標準マニュアル」（平成１４年８月３０日付

け消防安第３９号、最終改正：平成２１年９月１１日付け消防予第３７９号）を踏ま

えた計画的な実施等により、防火安全対策を徹底する必要がある。 

また、行政指導により違反を是正しないものに対しては、警告をはじめとする違反

処理を実施し、違反が全く是正されない場合や繰返し違反が行われる場合など悪質性

が高いもの及び火災危険性が特に高いものについては、時機を逸することなく措置命

令を発動するなど必要な措置を講じることが極めて重要と考えられる。 

なお、違反是正に当たっては、警察機関、保健福祉部局、建築行政機関等の関係行

政機関との連携強化に努めることが効果的である。 

（６）ホテル・旅館等における防火安全対策の徹底 

旅行者等、建物の避難経路等に不案内の者が多数宿泊するホテル・旅館等の施設に

おいては、防火管理が適正に実施されていない場合、人的被害が生じる危険性が高い。 

これらの施設おいては、昨年５月に発生した広島県福山市のホテル火災を踏まえ、

「ホテル・旅館等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２４年５月１４日付

け消防予第１８１号）等により、関係部局と連携し、消防法令違反の是正を図るとと

もに、夜間を想定し施設の実情を踏まえた訓練の実施、避難経路や防火戸等の避難管

理の徹底等防火安全対策の推進を図ることが効果的と考えられる。 

（７）個室ビデオ店等の個室型店舗における防火安全対策の徹底 

個室ビデオ店等においては、その構造や利用形態から、火災による煙・熱が内部で

急激に滞留しやすく、利用客が周囲の状況に気付きにくいため、潜在的に逃げ遅れに

必要である。 

（４）防火対象物定期点検報告制度の周知徹底 

防火対象物定期点検報告については、その実施率が未だ十分ではないため、関係者

に対し、本制度の趣旨、内容等の周知徹底及び報告実施の促進を図ることが重要と考

えられる。 

また、点検報告の結果が良好でないものや点検報告未実施の防火対象物について重

点的に立入検査を実施するなど、効率的な違反是正の推進に努めることが効果的であ

る。 

（５）違反のある防火対象物に対する是正指導の推進 

   平成１３年９月に発生した東京都新宿区の歌舞伎町ビル火災以後、消防法令違反の

ある対象物における違反是正を推進することが重要となっており、特に、本年５月に

発生した広島県福山市のホテル火災を踏まえ、立入検査及び違反是正については、「立

入検査標準マニュアル」及び「違反処理標準マニュアル」（平成１４年８月３０日付

け消防安第３９号、最終改正：平成２１年９月１１日付け消防予第３７９号）を踏ま

えた計画的な実施等により、防火安全対策を徹底する必要がある。 

また、行政指導により違反を是正しないものに対しては、警告をはじめとする違反

処理を実施し、違反が全く是正されない場合や繰返し違反が行われる場合など悪質性

が高いもの及び火災危険性が特に高いものについては、時機を逸することなく措置命

令を発動するなど必要な措置を講じることが極めて重要と考えられる。 

なお、違反是正に当たっては、警察機関、保健福祉部局、建築行政機関等の関係行

政機関との連携強化に努めることが効果的である。 

（６）ホテル・旅館等における防火安全対策の徹底 

旅行者等、建物の避難経路等に不案内の者が多数宿泊するホテル・旅館等の施設に

おいては、防火管理が適正に実施されていない場合、人的被害が生じる危険性が高い。 

これらの施設おいては、本年５月に発生した広島県福山市のホテル火災を踏まえ、

「ホテル・旅館等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２４年５月１４日付

け消防予第１８１号）等により、関係部局と連携し、消防法令違反の是正を図るとと

もに、夜間を想定し施設の実情を踏まえた訓練の実施、避難経路や防火戸等の避難管

理の徹底等防火安全対策の推進を図ることが効果的と考えられる。 

（７）個室ビデオ店等の個室型店舗における防火安全対策の徹底 

個室ビデオ店等においては、その構造や利用形態から、火災による煙・熱が内部で

急激に滞留しやすく、利用客が周囲の状況に気付きにくいため、潜在的に逃げ遅れに



よる人命危険性が大きい。 

平成２０年１０月に発生した大阪市の個室ビデオ店の火災を踏まえ、個室型店舗等

の安全対策の推進として自動火災報知設備の早期設置促進、夜間における応急体制の

確保と訓練の実施が特に重要であり、「個室ビデオ店等に係る緊急調査及び防火対策

の徹底について」（平成２０年１０月１日付け消防予第２５５号）、「個室ビデオ店等

に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２０年１０月７日付け消防予第２５７

号）及び「個室型店舗等における消防訓練マニュアル」（平成２１年６月３０日付け

事務連絡）により、防火安全対策の徹底を図ることが考えられる。 

（８）高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設における防火安全対策の徹底 

高齢者等が多数入居する小規模福祉施設においては、ひとたび火災が発生すれば入

居者は自力で避難することが困難な場合が多く、また、夜間においては職員の配置が

少数であることなどにより、全入居者を短時間で避難させることが難しい。 

これらの施設においては、安全対策の推進のために消防法令違反の是正推進、早期

の火災覚知体制及び避難誘導介助体制の確保が特に重要であり、平成２２年３月に発

生した北海道札幌市の認知症高齢者グループホーム火災も踏まえ、「社会福祉施設等

に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２２年３月１３日付け消防予第１３０

号）、「小規模社会福祉施設等に係る緊急調査の結果を踏まえた防火安全対策の徹底に

ついて」（平成２２年６月１０日付け消防予第２６０号）等により、保健福祉部局、

建築行政機関等の関係行政機関との連携強化に努めることが効果的である。 

なお、平成２１年度補正予算による「防火安全教育・指導のための住宅用火災警報

器の配備」により対象となる小規模福祉施設への連動型住宅用火災警報器の設置が推

進されていることを踏まえ、避難誘導介助体制については、全国消防長会がとりまと

めた「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」（平成２１年１０月

２７日付け全消発第３３８号）による、施設職員が自らの体制を検証する形での消防

訓練の実施を推進することが考えられる。 

（９）小規模雑居ビルにおける防火安全対策の徹底 

唯一の避難経路となる階段で、火災発生時に避難の障害となる状況が頻繁に認めら

れる等、防火管理が適切に実施されていないものが多く認められる小規模雑居ビルに

おいては、ひとたび火災が発生すると比較的短時間で火災が拡大し、消火・避難が困

難となり、人的、物的に多大な損害が生じる可能性が高い。 

これらの防火対象物においては、平成２１年１１月に発生した東京都杉並区の雑居

ビル火災も踏まえ、「小規模雑居ビルをはじめとした防火対象物における違反是正の

よる人命危険性が大きい。 

平成２０年１０月に発生した大阪市の個室ビデオ店の火災を踏まえ、個室型店舗等

の安全対策の推進として自動火災報知設備の早期設置促進、夜間における応急体制の

確保と訓練の実施が特に重要であり、「個室ビデオ店等に係る緊急調査及び防火対策

の徹底について」（平成２０年１０月１日付け消防予第２５５号）、「個室ビデオ店等

に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２０年１０月７日付け消防予第２５７

号）及び「個室型店舗等における消防訓練マニュアル」（平成２１年６月３０日付け

事務連絡）により、防火安全対策の徹底を図ることが考えられる。 

（８）高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設における防火安全対策の徹底 

高齢者等が多数入居する小規模福祉施設においては、ひとたび火災が発生すれば入

居者は自力で避難することが困難な場合が多く、また、夜間においては職員の配置が

少数であることなどにより、全入居者を短時間で避難させることが難しい。 

これらの施設においては、安全対策の推進のために消防法令違反の是正推進、早期

の火災覚知体制及び避難誘導介助体制の確保が特に重要であり、平成２２年３月に発

生した北海道札幌市の認知症高齢者グループホーム火災も踏まえ、「社会福祉施設等

に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２２年３月１３日付け消防予第１３０

号）、「小規模社会福祉施設等に係る緊急調査の結果を踏まえた防火安全対策の徹底に

ついて」（平成２２年６月１０日付け消防予第２６０号）等により、保健福祉部局、

建築行政機関等の関係行政機関との連携強化に努めることが効果的である。 

なお、平成２１年度補正予算による「防火安全教育・指導のための住宅用火災警報

器の配備」により対象となる小規模福祉施設への連動型住宅用火災警報器の設置が推

進されていることを踏まえ、避難誘導介助体制については、全国消防長会がとりまと

めた「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」（平成２１年１０月

２７日付け全消発第３３８号）による、施設職員が自らの体制を検証する形での消防

訓練の実施を推進することが考えられる。 

（９）小規模雑居ビルにおける防火安全対策の徹底 

唯一の避難経路となる階段で、火災発生時に避難の障害となる状況が頻繁に認めら

れる等、防火管理が適切に実施されていないものが多く認められる小規模雑居ビルに

おいては、ひとたび火災が発生すると比較的短時間で火災が拡大し、消火・避難が困

難となり、人的、物的に多大な損害が生じる可能性が高い。 

これらの防火対象物においては、平成２１年１１月に発生した東京都杉並区の雑居

ビル火災も踏まえ、「小規模雑居ビルをはじめとした防火対象物における違反是正の



推進について」（平成１７年３月２４日付け消防安第５８号）、「雑居ビル内の飲食店

における火災を踏まえた防火安全対策の徹底について」（平成２１年１１月２２日付

け消防予第５０５号）等により、扉、階段、通路等の適切な維持管理の徹底、警報設

備、避難設備の維持管理の徹底、放火防止対策の推進、並びに違反是正の取組みの強

化等、必要な防火安全対策の徹底を図ることが重要と考えられる。 

                                                                

４ 製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

  消費者の安全・安心の確保が強く求められていることを踏まえ、火災予防運動の期間

中は消費者である地域住民に消防機関が接する機会が多くなることから、自動車等、電

気用品及び燃焼機器など、火災の発火源となることが多い日常生活に身近な製品につい

て、適切な使用・維持管理及び誤使用による火災の防止を呼び掛けるとともに、各種機

関の参考情報を注視し、注意情報を発信することが効果的である。 

  特に「平成２３年中の製品火災に関する調査結果」（平成２４年６月１２日付け消防

庁報道発表資料）では、前年と比較するとすべての製品種別の発生件数が増加した結果

となり、中でも電気用品と燃焼機器については高い増加率となったことから、重点的に

注意情報を発信することが重要と考えられる。 

 

５ 林野火災予防対策の推進 

（１）林野周辺住民、入山者等の防火意識の高揚 

林野火災の出火原因としては、たき火、たばこ及び火入れによるものが過半数を占

めているが、この時季は、春を迎えての火入れの開始、入山者の増加等が見込まれる

ことから、林野周辺住民、入山者等の防火意識の高揚を図ることが重要と考えられる。 

（２）火災警報発令中における火の使用制限の徹底 

消防法第２２条第３項の規定に基づき、火災に関する警報が発せられたときは、火

入れ・たき火の禁止等、火災予防条例に定める火の使用制限の徹底を図るとともに、

監視及び広報パトロールを強化するなどして出火防止に努めることが重要と考えら

れる。 

（３）火入れに際しての手続き等の徹底 

火入れの相談があった場合又は情報を入手した場合は、関係行政部局と連携を密に

し、関係者に対して森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２１条第１項本文に規定

する市町村長の許可を受けて、その指示に従うよう指導するとともに、火災予防及び

火災の警戒上必要な措置について徹底を図るよう指導することが重要と考えられる。 

推進について」（平成１７年３月２４日付け消防安第５８号）、「雑居ビル内の飲食店

における火災を踏まえた防火安全対策の徹底について」（平成２１年１１月２２日付

け消防予第５０５号）等により、扉、階段、通路等の適切な維持管理の徹底、警報設

備、避難設備の維持管理の徹底、放火防止対策の推進、並びに違反是正の取組みの強

化等、必要な防火安全対策の徹底を図ることが重要と考えられる。 

 

４ 製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

  消費者の安全・安心の確保が強く求められていることを踏まえ、火災予防運動の期間

中は消費者である地域住民に消防機関が接する機会が多くなることから、自動車等、電

気用品及び燃焼機器など、火災の発火源となることが多い日常生活に身近な製品につい

て、適切な使用・維持管理及び誤使用による火災の防止を呼び掛けるとともに、各種機

関の参考情報を注視し、注意情報を発信することが効果的である。 

  特に「平成２３年中の製品火災に関する調査結果」（平成２４年６月１２日付け消防

庁報道発表資料）では、前年と比較するとすべての製品種別の発生件数が増加した結果

となり、中でも電気用品と燃焼機器については高い増加率となったことから、重点的に

注意情報を発信することが重要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）林野所有者等に対する林野火災予防措置の指導の強化 

林野所有者等に対し、林野の適切な管理及び監視活動の徹底を図るよう指導を強化

するとともに、林野関係者と連携を密にし、地域の実情に即した火災予防対策を講じ

るよう努めることが重要と考えられる。 

 

６ 車両火災予防運動の推進 

平成２３年中の車両火災の原因をみると、放火及び放火の疑いによるものが全体の１

４．２％を占めていることから、車両火災の防止と被害の軽減を図るため、防炎製品の

ボディーカバーの使用等について普及促進を図ることが効果的である。 

また、駅舎等における防火安全対策の徹底を図るため、初期消火、通報及び避難訓練

の実施等について、鉄道関係者に対する指導を行うことが重要と考えられる。 

 

７ 地域の実情に応じた重点項目の設定 

火災予防運動の実施に当たっては、上記のほか、地域における火災発生状況、火災特

性、消防事情等に配慮し、必要に応じて次の事項等を追加するなど、地域の実情に応じ

た運動を展開することが効果的である。 

特に、東日本大震災以降の全国的な節電対策により、乾電池で使用可能な石油ストー

ブを使用する機会が増加しているため、可燃物との接炎火災対策を図ることが必要であ

る。 

また、かつては２００万人以上いた消防団員が今では９０万人を割る状況となってお

り、地域の安心・安全を確保するうえで、多大な支障をきたす事になるなど大変憂慮さ

れる厳しい状況にあることから、消防訓練や防火安全講習等、各種イベントの機会を捉

え、消防団の地域における重要性や「消防団協力事業所表示制度」を啓発し、地域の住

民・事業所に対し積極的な消防団への入団推進を図ることが効果的である。 

（１）地域における防火安全体制の充実 

ア 消防団員確保を推進することによる、地域の火災予防体制の充実 

イ 婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織の整備充実 

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実施 

（２）震災時における出火防止対策等の推進 

ア 過去の大震災等の教訓を踏まえた出火防止対策等に係る啓発活動の推進 

イ 火気使用設備・火気使用器具及び電気器具の特性を踏まえた出火防止対策等の 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 地域の実情に応じた重点項目の設定 

火災予防運動の実施に当たっては、上記のほか、地域における火災発生状況、火災特

性、消防事情等に配慮し、必要に応じて次の事項等を追加するなど、地域の実情に応じ

た運動を展開することが効果的である。 

特に、東日本大震災以降の全国的な節電対策により、乾電池で使用可能な石油ストー

ブを使用する機会が増加しているため、可燃物との接炎火災対策を図ることが必要であ

る。 

また、かつては２００万人以上いた消防団員が今では９０万人を割る状況となってお

り、地域の安心・安全を確保するうえで、多大な支障をきたす事になるなど大変憂慮さ

れる厳しい状況にあることから、消防訓練や防火安全講習等、各種イベントの機会を捉

え、消防団の地域における重要性や「消防団協力事業所表示制度」を啓発し、地域の住

民・事業所に対し積極的な消防団への入団推進を図ることが効果的である。 

（１）地域における防火安全体制の充実 

ア 消防団員確保を推進することによる、地域の火災予防体制の充実 

イ 婦人（女性）防火クラブ及び自主防災組織の整備充実 

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実施 

（２）震災時における出火防止対策等の推進 

ア 過去の大震災等の教訓を踏まえた出火防止対策等に係る啓発活動の推進 

イ 火気使用設備・火気使用器具及び電気器具の特性を踏まえた出火防止対策等の 

推進 



ウ 自主防災組織等と連携した地域の防火安全対策の推進 

（３）大規模産業施設の安全確保 

ア 当該施設の実態把握 

イ 当該施設で取り扱う危険性物品（廃棄物の処理・加工品を含む。）の把握 

ウ 当該施設に係る防火安全対策の徹底 

（４）電気火災・燃焼機器火災予防対策の推進 

ア 電気配線・燃料配管の適切な維持管理 

イ 老朽化した器具や配線・配管の交換の推進 

ウ 器具、配線・配管の正しい使用の徹底 

（５）消火器の適切な維持管理 

ア 消火器の不適切点検に係る予防策の周知及びトラブル情報の伝達体制の再確認 

イ 老朽化消火器の一斉回収や廃消火器リサイクルシステムの周知等による適切な

回収の推進 

（６）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進 

ア 火災予防広報の実施 

イ たき火等を行う場合の消火の準備及び監視の励行 

ウ 火気取扱いにおける注意の徹底 

エ 工事等における火気管理の徹底 

（７）文化財建造物等の防火安全対策の徹底 

 

８ 老朽化消火器の破裂事故等を踏まえた対応 

（１）平成２１年９月に大阪市で発生した老朽化消火器の破裂事故等を踏まえ、住民に対

する注意喚起と消火器の回収先（製造事業者による廃消火器リサイクルの回収窓口

等）の周知等の取組を図るようお願いしているところであるが、今後も破裂事故が発

生するおそれがあることから、引き続き本運動中に実施するイベント等（住宅防火訪

問等）の機会を有効に活用し、一層の注意喚起を図るとともに、老朽化消火器の廃棄・

リサイクルに関する注意事項等についても、併せて周知されたい。 

   また、消火器の技術上の規格を定める省令の一部を改正する省令（平成２２年総務

省令第１１１号）等により消火器に係る省令及び点検基準が改正されており、その周

知徹底が必要である。 

（２）「エアゾール式簡易消火具の不具合        に係る注意喚起等について」（

平成２４年１１月５日付け消防予第４０３号）等により、再三にわたってエアゾー

ウ 自主防災組織等と連携した地域の防火安全対策の推進 

（３）大規模産業施設の安全確保 

ア 当該施設の実態把握 

イ 当該施設で取り扱う危険性物品（廃棄物の処理・加工品を含む。）の把握 

ウ 当該施設に係る防火安全対策の徹底 

（４）電気火災・燃焼機器火災予防対策の推進 

ア 電気配線・燃料配管の適切な維持管理 

イ 老朽化した器具や配線・配管の交換の推進 

ウ 器具、配線・配管の正しい使用の徹底 

（５）消火器の適切な維持管理 

ア 消火器の不適切点検に係る予防策の周知及びトラブル情報の伝達体制の再確認 

イ 老朽化消火器の一斉回収                 等による適切な

回収の推進 

（６）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進 

ア 火災予防広報の実施 

イ たき火等を行う場合の消火の準備及び監視の励行 

ウ 火気取扱いにおける注意の徹底 

エ 工事等における火気管理の徹底 

（７）文化財建造物等の防火安全対策の徹底 

 

６ 老朽化消火器の破裂事故等を踏まえた対応 

（１）平成２１年９月に大阪市で発生した老朽化消火器の破裂事故等を踏まえ、住民に対

する注意喚起と消火器の回収先（製造事業者による廃消火器リサイクルの回収窓口

等）の周知等の取組を図るようお願いしているところであるが、今後も破裂事故が発

生するおそれがあることから、引き続き本運動中に実施するイベント等（住宅防火訪

問等）の機会を有効に活用し、一層の注意喚起を図るとともに、老朽化消火器の廃棄・

リサイクルに関する注意事項等についても、併せて周知されたい。 

   また、消火器の技術上の規格を定める省令の一部を改正する省令（平成２２年総務

省令第１１１号）等により消火器に係る省令及び点検基準が改正されており、その周

知徹底が必要である。 

（２）「エアゾール式簡易消火具の不具合（亀裂・破裂事故）に係る注意喚起 について」

（平成１９年４月１０日付け消防予第１３７号）等により、再三にわたってエアゾ



ル式簡易消火具の取扱いに係る注意喚起をお願いしてきたところであるが、昨年１

２月３１日までに報告された不具合（亀裂・破裂事故）の製品事故は５,８４８件

に上り、未だ約１１万４，０００本（全体の約６２％）の製品が未回収であり、今

後も破裂事故が発生するおそれがあることから、引き続き取扱いに関する一般的注

意事項等について、本運動中に実施するイベント等の機会を有効に活用し注意喚起

を図られたい。 

 

９ その他 

近年、救助袋を使用した避難訓練実施中の事故発生が多く報告されており、防火対象

物における救助袋を使用した訓練及び点検等の際には安全管理を徹底するよう、注意喚

起を図られたい。 

ール式簡易消火具の取扱いに係る注意喚起をお願いしてきたところであるが、本年

 ７月３１日までに報告された不具合（亀裂・破裂事故）の製品事故は５,５７１件

に上り、未だ約１１万４，０００本（全体の約６２％）の製品が未回収であり、今

後も破裂事故が発生するおそれがあることから、引き続き取扱いに関する一般的注

意事項等について、本運動中に実施するイベント等の機会を有効に活用し注意喚起

を図られたい。 

 

７ その他 

近年、救助袋を使用した避難訓練実施中の事故発生が多く報告されており、防火対象

物における救助袋を使用した訓練及び点検等の際には安全管理を徹底するよう、注意喚

起を図られたい。 
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